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第１章 総則 

（目 的） 

第１条 本校は、専門課程を設置し、そのもとで、

社会に役立つ医療・福祉・スポーツ健康づくり

従事者として必要な知識及び技能並びに日本

語学の知識及び日本文化を教育し、社会に貢献

し得る有能な人材を育成することを目的とす

る。 

（名 称） 

第２条 本校は、美作市スポーツ医療看護専門学

校という。 

（位 置） 

第３条 本校は、岡山県美作市古町１７０１番地

に位置する。

 

第２章 課程、学科及び修業年限並びに休業日 

（課程、学科、修業年限、定員、学級数） 

第４条 本校の課程、学科及び修業年限並びに定員等は次のとおりとする。 

課程 学科 
修業 
年限 

入学 
定員 

学級数 総定員 備考 

医 療 専 門 課 程 看 護 学 科 3 年 40 名 3 120 名 昼間 

医 療 専 門 課 程 柔道整復スポーツトレーナー学科 3 年 30 名 3 90 名 昼間 

教育･社会福祉専門課程 介 護 福 祉 学 科 2 年 40 名 2 80 名 昼間 

文 化 ・ 教 養 専 門 課 程 日 本 語 学 科 1.5 年 20 名 2 40 名 昼間 

２ 看護学科は、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第２１条第３号に規定する者を

養成する学科とする。 

３ 柔道整復スポーツトレーナー学科は、柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）第１２条第１項に

規定する者を養成する学科とする。 

４ 介護福祉学科は、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第４０条第２項第１号

に規定する者を養成する学科とする。 

５ 本校に在学することができる期間は、第１２条の規定により休学した期間を除き、各学科の修業年

限の２倍に相当する年数を超えることができない。 

 

（学年及び学期） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３

１日に終わる。ただし日本語学科は、１０月１

日に始まり、翌々年３月３１日に終わるものと

する。 

２ 学年は学期に区分し、前期は４月１日から９

月３０日まで、後期は１０月１日から翌年３月

３１日までとする。 

３ 学校長は、特に必要があると認めるときは、 

 

管理運営者会議の議を経て前項に規定する前期

の終期及び後期の始期を変更することができる。 

（休業日） 

第６条 本校において授業を行わない日（以下

「休業日」という。）は、次のとおりと

する。 

（１）土曜日及び日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）に規定する休日 

－３５－ 



（３）学園創立記念日（１１月１日） 

（４）季節休業日 

２ 前項第４号の季節休業日の期間は、管理運営

者会議の議を経て学校長が定める。 

３ 前二項の規定にかかわらず、事務局長・事務

局次長は、特に必要があると認めるときは、臨

時に休業日を定め、又は休業日に授業を行うこ

ととすることができる。 

 

第３章 入学、休学、復学、転学、転入学、

退学及び除籍 

（入学時期） 

第７条 本校の入学時期は、学年の初めとする。 

（入学資格） 

第８条 本校に入学することができる者は、本項

各号のいずれかに該当する者とする。 

（１）高等学校、特別支援学校の高等部又は中

等教育学校を卒業した者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修

了した者（通常の課程以外の課程により

これに相当する学校教育を修了した者

を含む。） 

（３）外国において学校教育における１２年の

課程を修了した者又はこれに準ずる者

（学校教育法施行規則（昭和２２年文部

省令第１１号。以下この項において「規

則」という。）第１５０条第１号の規定

により文部科学大臣が指定した者に限

る。） 

（４）高等学校の課程と同等の課程を有する在

外教育施設（規則第１５０条第２号の規

定により文部科学大臣が認定した在外

教育施設に限る。）の当該課程を修了し

た者 

（５）規則第１５０条第４号に規定する文部科

学大臣の指定した者 

（６）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１ 

７年文部科学省令第１号）第１条に規定

する高等学校卒業程度認定試験に合格

した者（旧規定による大学入学資格検定

に合格した者を含む。） 

（７）修業年限が３年以上の専修学校の高等課

程を修了した者 

（８）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第９０条第２項の規定により大学に入

学した者であって、高等学校を卒業した

者に準ずる学力があると本校が認めた

もの 

（９）個別の入学資格審査により、高等学校を

卒業した者に準ずる学力があると本校

が認めた１８歳以上の者 

２ 看護学科に入学することができる者は、学校

長が別に定める看護学科に関する規程に定め

る入学資格に該当する者とする。 

３ 柔道整復スポーツトレーナー学科に入学す

ることができる者は、柔道整復師学校養成施設

指定規則（昭和４７年文部省・厚生省令第２号）

第２条第１号に規定する資格に該当する者と

する。 

４ 外国人の入学資格は、前三項に定めるものの

ほか、学校長が別に定めるところによる。 

（入学の出願） 

第９条 本校への入学を志願する者は、本校の定

める入学志願書に必要事項を記入し、入学検定

料その他当該年度の学生募集要項に掲げる書

類を添えて、所定の期日までに願い出なければ

ならない。 

（入学者の選考） 

第１０条 本校は、前条に規定する者に対して、

入学試験により選考を行う。 

２ 前項の入学試験に関して必要な事項は、学校

長が別に定める入学試験に関する規程に定め

る。 

（入学手続及び入学許可） 

第１１条 前条第１項の選考に合格し、入学の許

可を受けようとする者は、所定の期日までに保

証人連署の誓約書を提出し、入学金、授業料そ

の他の第２９条に規定する納付金（入学検定料
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を除く。）を納付しなければならない。 

２ 保証人は次のとおりとし、保証人を変更する

場合又は保証人の住所が変更となった場合は、

速やかに所定の書類を提出しなければならな

い。 

（１）第１保証人 親権者又は後見人である者 

（２）第２保証人 岡山県下若しくはその周辺

に居住し、独立の生計を営む者、又は管

理運営者会議の議を経て学校長が適当

と認める者 

３ 学校長は、第１項に規定する入学手続を完了

した者に入学を許可する。 

４ 入学を許可された者が次の各号のいずれか

に該当する場合は、入学許可を取り消すことが

できる。 

（１）入学を指定した日から７日以内に登校し

ないとき。 

（２）入学志願書その他の提出書類に虚偽の記

載があるとき。 

（休 学） 

第１２条 学生が疾病その他特別な理由により

休学しようとするときは、診断書又は保証人が

作成した理由書を添付して、所定の休学願を学

校長に提出し、その許可を受けなければならな

い。 

２ 学校長は、疾病その他特別な理由により修学

することが不適当と認められる学生に対して、

管理運営者会議の議を経て休学を命ずること

ができる。 

３ 休学期間は１年以内とする。ただし、次の各

号のいずれかに該当する場合は、その期間を延

長することができる。 

（１）第１項の許可を受けた学生が延長願を提

出した場合において、管理運営者会議の

議を経て学校長が、特別な理由があると

認めるとき。 

（２）前項の規定により休学を命じた場合にお 

いて、管理運営者会議の議を経て学校長

が、引き続き休学させる必要があると認 

めるとき。 

（復 学） 

第１３条 休学期間が満了した者又は休学期間

内であっても、休学の理由が消滅し、復学を希

望する者は、医師の診断書又は保証人が作成し

た理由書を添付して、所定の復学願を学校長に

提出し、その許可を受けなければならない。 

（転学、転入学） 

第１４条 本校から他の専修学校への転学を希

望する者は、その理由を明記した転学願を提出

し、管理運営者会議の議を経て学校長の許可を

受けなければならない。ただし、日本語学科か

らの転学は認めない。 

２ 他の専修学校から本校への転入学を希望す

る者がある場合は、欠員のあるときに限り、管

理運営者会議の議を経て、これを許可すること

がある。ただし、日本語学科への転入学は認め

ない。 

３ 前項の規定により転入学を許可された者の

既に修得した授業料目及び単位数の取扱い並

びに在学すべき年数については、管理運営者会

議の議を経て学校長が決定する。 

４ 第７条から第９条まで及び第１１条の規定

は、第２項の規定による許可を受け、転入学し

ようとする者について準用する。この場合にお

いて、第７条、第８条第２項及び第３項及び第

１１条第３項及び第４項中「入学」とあるのは

「転入学」と読み替えるものとする。 

（退学及び除籍） 

第１５条 自ら退学しようとする者は、その理由

を記した書類を添えた退学願を学校長に提出

し、その許可を受けなければならない。 

２ 学校長は、次の各号のいずれかに該当する学

生を管理運営者会議の議を経て除籍すること

ができる。 

（１）第４条第５項に規定する本校に在学する

ことができる期間を超えた者 

（２）疾病その他の事由により、修学の見込が

なくなった者 
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（３）正当な理由がなく授業料等の納付を怠り、

督促してもなお納入しない者 

３ 第１項の規定により退学した者及び前項の

規定により除籍された者が履修した授業科目

のうち、第２３条の規定による成績の評価を行

っているものについては、学修の成果を証する

ことができる。 

 

第４章 教育課程、授業時数、教職員組織及

び運営 

（教育課程及び授業時数） 

第１６条 本校の教育課程、授業時数（授業時間

数。以下同じ。）及び課程の修了に必要な総授

業時数（総授業時間数。以下同じ。）は、別表

１－１から別表１－４までのとおりとする。 

２ 別表１－１から別表１－４までに規定する

授業時数の１単位時間は、４５分とする。 

（授業時数の単位数への換算） 

第１７条 本校の授業科目の授業時数を単位数

に換算する場合においては、原則として、授業

形態により次の基準で換算する。 

（１）講義及び演習は、１５時間から３０時間

までの範囲で本校が定める授業時数を

もって１単位とする。 

（２）実験、実技及び実習については、３０時

間から４５時間までの範囲で本校が定

める授業時数をもって１単位とする。 

（３）臨地実習及び臨床実習については、４５

時間の実習をもって１単位とする。 

２ 柔道整復スポーツトレーナー学科について、

前項第１号及び第２号に規定する授業時数を

定めるに当たっては、柔道整復師養成施設指導

ガイドライン（平成２７年３月３１日医政発０

３３１第３３号厚生労働省医政局長通知）に基

づいて、これを定めるものとする。 

３ 看護学科の授業科目の第１項第１号及び第

２号に規定する授業時数については、看護学

科に関する規程において定める単位換算方

法に基づいてこれを定めるものとする。 

（入学前の授業科目の履修等） 

第１８条 学校長は、学生（日本語学科の学生を

除く。）が本校に入学する前に行った次の各号

に掲げる大学、高等専門学校、学校、養成所又

は養成施設（柔道整復スポーツトレーナー学科

にあっては、第１３号及び第１４号に掲げる学

校等を除く。）における授業科目の履修又は学

修（専修学校設置基準（昭和５１年文部省令第

２号）第１２条第３項に規定する専修学校の専

門課程における授業科目の履修又は同第１１

条第３項及び第５項に規定する学修に限る。以

下本条において「履修等」という。）について、

当該学生からの申請に基づき、その履修等（介

護福祉学科にあっては、第１号から第１２号ま

で及び第１４号に掲げる大学等における履修

等のうち、社会福祉士介護福祉士養成施設指定

規則（昭和６２年厚生省令第５０号）別表第４

の介護の領域の授業科目に係るものを除く。）

の内容を個々に評価し、別表１－１から別表１

－４までに規定する本校における教育内容に

相当すると認めた場合には、単位履修認定委員

会が開催する履修認定会議の議を経て、課程の

修了に必要な総授業時数の２分の１を超えな

い範囲で、当該履修等を本校における授業科目

の履修とみなすことができる。 

（１）	学校教育法に基づく大学若しくは高等

専門学校又は旧大学令（大正７年勅令

第３８８号）に基づく大学（いずれも

介護福祉学科にあっては、第１３号に

規定する学校であるものを除く。） 

（２）	あん摩マツサージ指圧師、はり師、き

ゆう師等に関する法律（昭和２２年法

律第２１７号）第２条第１項の規定に

より認定されている学校（学校教育法

に基づく大学及び高等専門学校を除く。

以下第３号から第１２号までにおいて

同じ。）又は養成施設 

（３）	保健師助産師看護師法第２１条第２号

又は第３号の規定により指定されてい 
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る学校若しくは看護師養成所 

（４）歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４

号）第１２条第１号の規定により指定さ

れている歯科衛生士学校又は同条第２

号の規定により指定されている歯科衛

生士養成所 

（５）診療放射線技師法（昭和２６年法律第２

２６号）第２０条第１号の規定により指

定されている学校又は診療放射線技師

養成所 

（６）臨床検査技師等に関する法律（昭和３３

年法律第７６号）第１５条第１号の規定

により指定されている学校又は臨床検

査技師養成所 

（７）理学療法士及び作業療法士法（昭和４０

年法律第１３７号）第１１条第１号若し

くは第２号の規定により指定されてい

る学校若しくは理学療法士養成施設又

は同法第１２条第１号若しくは第２号

の規定により指定されている学校若し

くは作業療法士養成施設 

（８）視能訓練士法（昭和４６年法律第６４号）

第１４条第１号又は第２号の規定によ

り指定されている学校又は視能訓練士

養成所 

（９）臨床工学技士法（昭和６２年法律第６０

号）第１４条第１号から第３号までの規

定により指定されている学校又は臨床

工学技士養成所 

（10）義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号）

第１４条第１号から第３号までの規定

により指定されている学校又は義肢装

具士養成所 

（11）救急救命士法（平成３年法律第３６号）

第３４条第１号、第２号又は第４号の規

定により指定されている学校又は救急

救命士養成所 

（12）言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号） 

第３３条第１号、第２号、第３号又は第

５号の規定により指定されている学校又は言語

聴覚士養成所 

（13）社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第

２項第１号から第３号までの規定によ

り指定されている学校又は養成施設 

（14）短期大学、専修学校の専門課程又は医

療・福祉関係の士業資格（社会福祉士及

び介護福祉士に係るものを除く。）に係

る養成を行う養成所等（第２号から第１

２号までに規定するものを除く。） 

２ 前項本文以外の看護学科の入学前の授業科

目の履修等については、看護学科に関する規程

において定めるものとする。 

（授業の方法と履修） 

第１９条 前条の規定の適用において、専修学校

設置基準第１３条に規定する多様なメディア

を高度に利用しての教室等以外の場所で行う

授業の履修は、本校の課程における授業科目の

履修とみなさないこととする。 

（始業及び終業） 

第２０条 本校の始業の時刻は、午前９時とし、

終業の時刻は、午後４時１０分とする。 

（教職員組織） 

第２１条 本校に次の教職員を置く。 

（１）学校長             １名 

（２）副学校長            １名 

 （３）学科長（教務主任）    各学科１名 

 （４）副学科長（実習調整者）各学科１名（看

護学科以外の学科は、必要に応じて設置

する。） 

 （５）専任教員  

看護学科 ８名以上（学科長、副学科長

を含む。） 

    柔道整復スポーツトレーナー学科 

７名以上（学科長、副学科長を含む。） 

    介護福祉学科 ３名以上（学科長、副学

科長を含む。） 

    日本語学科 ２名以上（学科長、副学科

長を含む。） 
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 （６）実習指導教員 

    看護学科 １名以上 

    柔道整復スポーツトレーナー学科 

１名以上（（５）の専任教員が兼ねる。） 

 （７）講師           ４０名以上 

 （８）事務局長            １名 

 （９）事務局次長 

１名（必要に応じて設置する。） 

 （10）事務局部長           １名 

 （11）事務局課長         １名以上 

 （12）事務職員       各学科１名以上 

 （13）司書              １名 

 （14）校医              １名 

 （15）カウンセラー          １名 

２ 組織及び教職員に関して必要な事項は、管理

運営者会議の議を経て学校長が別に定める組

織及び教職員に関する規程に定める。 

（学校の運営） 

第２２条 本校の運営を円滑にするため、各種の 

会議を開催する。 

２ 前項の会議に関して必要な事項は、学校長が 

別に定める会議規程に定める。 

３ 本校の教育理念に基づいた目的及び目標を

達成するため、教育研究活動等の状況について

自ら点検及び評価を行う。 

４ 前項の点検及び評価に関して必要な事項は、

管理運営者会議の議を経て学校長が別に定め

る自己点検・自己評価に関する規程に定める。 

５ 本校の運営を円滑にし、その評価を適切に行

うため、必要な文書管理を行う。 

６ 前項の文書管理に関して必要な事項は、学校

長が別に定める文書管理規程に定める。 

 

第５章 成績の評価、修了及び卒業の認定 

（成績の評価） 

第２３条 授業科目の成績評価は、学年末におい 

て、試験、実習の成果、履修状況等を総合的に

勘案して行う。ただし、各授業科目の授業時数

の３分の１以上を欠席した者は、当該授業科目

についての評価を受けることができない。 

２ 成績の評価及び次条の課程の修了の認定に

必要な事項は、学校長が別に定める履修規程に

定める。 

（課程の修了の認定） 

第２４条 学校長は、前条第１項の成績評価に基

づいて、管理運営者会議の議を経て課程の修了

の認定を行う。 

（卒業及び国家試験受験資格の認定及び卒業証 

書の授与） 

第２５条 学校長は、本校に修業年限以上在学し、

全課程の修了の認定を受けた者について、卒業

判定委員会が開催する卒業判定会議の議を経

て、卒業並びに看護学科、柔道整復スポーツト

レーナー学科及び介護福祉学科にあっては国

家試験受験資格を認定し、様式１－１から様式

１－４までに規定する卒業証書を授与する。 

２ 欠席時数が授業時数の３分の１を超える学 

生については、卒業を認定しない。 

３ 看護学科の学生の卒業の認定については、看

護学科に関する規程において定めるものとす

る。 

 

第６章 科目等履修 

（科目等履修生） 

第２６条 本校は、本校の学生ではない者が科目

等履修生として本校に開設された授業科目を

履修することを認めないこととする。 

 

第７章 賞罰 

（表 彰） 

第２７条 学校長は、学生として表彰に値する行

為があった者を管理運営者会議の議を経て表

彰することができる。この場合において、表彰

に値する行為があった者とは、次の各号の左に

掲げる賞ごとに当該各号の右に定める者とす

る。 

（１）学校長賞 在学中の成績及び出席率が優

秀で、他の学生の模範となった者 
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（２）皆勤賞 在学中、無遅刻無欠席で努力し

た者 

（３）精勤賞 在学中、無欠席で努力した者 

２ 前項各号に掲げる者のほかに、次の各号の左

に掲げる活動ごとに当該各号の右に定める者

等がいる場合には、学校長は、管理運営者会議

の議を経て、別途、賞を設けて表彰することが

できる。 

（１）ボランティア活動 地域に貢献した者 

（２）学術的活動 卒業研究や学会等での論文

や発表が優秀な者 

（３）スポーツ活動 所属クラブが所属する競

技団体主催の大会で優秀な成績を修め

た者 

（懲 戒） 

第２８条 本校の学則その他の規程に違反し、又

は学生としての本分に反する行為をした者に

対して、管理運営者会議の議を経て学校長及び

教員は、懲戒を加えることができる。 

２ 前項の懲戒のうち、訓告、停学及び退学の処 

分は、校長が行う。 

３ 前項の退学の処分は、次の各号のいずれかに

該当する学生に対して行うことができる。 

（１）性行不良で改善の見込みがないと認めら

れる者 

（２）学力劣等で成業の見込みがないと認めら

れる者 

（３）正当な理由がなくて出席が常でない者 

（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての

本分に反した者 

 

第８章 奨学金制度 

（奨学金） 

第２９条 本校の奨学金制度については、別表３

のとおり定める。 

 

 

 

 

第９章 納付金、寄宿舎、健康安全管理、図

書室管理、学校防災管理及び施設設備管理 

（納付金） 

第３０条 本校の入学検定料、入学金、授業料、

実習費、設備費及び教育教材演習費（以下「納

付金」という。）は、別表２のとおりとし、学

生は、在籍中、出席の有無にかかわらず、授業

料、実習費、設備費及び教育教材演習費（以下

「授業料等」という。）を所定の期日までに納

入しなければならない。 

２ 既に納入のあった納付金は、返還しない。た

だし、第１１条の規定により入学（第１４条に

規定する転入学を含む。以下この項において同

じ。）を許可された者が、入学年度の前年度の

３月３１日までに入学を辞退したときは、既に

納入のあった納付金の額のうち授業料等の額

に相当する額を返還する。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、学校長は、相

当の理由があると認めるときは、管理運営者会

議の議を経て、既に納入のあった納付金の額の

うち授業料等の額に相当する額の全部又は一

部を返還することができる。 

４ 学年の全ての期間を休学する場合であって、

休学する年度の前年度末までに休学を許可さ

れたときは当該学年分の授業料等を、前期又は

後期の全ての期間を休学する場合であって、休

学する学期の前学期末までに休学を許可され

たときは休学する学期分の授業料等を徴収し

ない。 

５ 学生が退学若しくは休学を許可され、又は除

籍された場合においても、当該許可又は除籍の

あった日の属する学期分の授業料等を徴収す

る。 

６ 納付金に関して必要な事項は、学校長が別に 

定める学費納付に関する規程に定める。 

（寄宿舎） 

第３１条 学校の勉学と生活を円滑にすること

を目的として、寄宿舎を設けることができる。 

２ 寄宿舎に関して必要な事項は、学校長が別に
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定める。 

（健康安全管理） 

第３２条 学校保健安全法（昭和３３年法律第５

６号）第３２条第３項において準用する同法第

１３条の規定に基づき、学校長は管理運営者会

議の議を経て、学生に対して毎年１回以上の健

康診断を実施する。また、特に必要と認めたと

きは、臨時にこれを実施する。 

２ 前項に規定する健康診断その他学生の健康

安全管理に関して必要な事項は、学校長が別に

定める健康管理規程に定める。 

（図書室管理） 

第３３条 図書、文献、研究資料等を収集保管し、

学生及び教職員の閲覧に供するため、本校に図

書室を設ける。 

２ 図書室の管理に関して必要な事項は、学校長 

が別に定める図書室管理規程に定める。 

（学校防災管理） 

第３４条 火災その他の災害の防止のため、本校 

に防火管理組織及び自衛消防組織を設ける。 

２ 学校の防災管理に関して必要な事項は、学校 

長が別に定める学校防災規程に定める。 

 

（施設設備管理） 

第３５条 学校長は、本校の校地及び校舎並びに

機械器具、備品その他の物品の適正かつ効率的

な活用を図るため、施設、設備及び物品の管理

に関して必要な事項を校舎管理規程及び物品

管理規程に定める。 

 

第１０章 雑則 

（学則の変更） 

第３６条 学則の変更を行う場合は、管理運営会

議の議を経て、学校法人大阪滋慶学園の理事会

で承認を受けることとする。 

（施行細則） 

第３７条 この学則の施行に関し必要な事項が

ある場合は、学校長が別に定める。 

 

附  則 

 

この学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

この学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

この学則は、令和２年４月１日から施行するが、 

ただし平成３１年４月１日以前に入学した者

については、なお従前の例による。 
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